
第３次薩摩川内市総合計画
～ 薩摩川内２０３４ビジョン ～

政策ビジョン

各 施 策 資 料



政策１．コミュニティ・都市経営 政策分類１．コミュニティ

１．コミュニティ

施策方針

地域力を未来につなぐ支援

２０２９ビジョン

地区コミュニティ協議会や自治会間の連携が活発に行われ、より多くの市民が地域活動に参加している。

現状・課題

◇地区コミュニティ協議会や自治会の活動の機能の低下

◇効果的な自治会運営の展開を促進する必要がある

◇社会貢献したい市民とのミスマッチの解消が課題である

◇地区コミュニティセンター等の施設の改修を進める必要があ
る

成果指標と目標値

施策の方向性

◆地区コミュニティ協議会及び自治会の活動や主体同士の連携
の支援・コミュニティビジネスの展開と定着化の支援

◆自治会再編の検討や協議がしやすい体制づくり

◆地域リーダーの育成

◆地区コミュニティセンター等の整備・改修等の実施

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

地域活動への参加率(地域活動に
参加したことがある市民の割合)

― ― ６０％ Ｒ１１年度

自治会加入率 ７６．３％ Ｒ３年度 ７８．０％ Ｒ１１年度
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政策１．コミュニティ・都市経営 政策分類１．コミュニティ

２．生涯学習・市民活動

施策方針

生涯学習の推進と市民活動の充実

２０２９ビジョン

生涯学習活動及び市民活動に、より多くの市民が関わり、その活動成果を多くの市民が認識できている。

現状・課題

◇学習意欲を向上させるための環境づくりとつながりの創出を
推進する必要がある

◇誰もがいつでも学べる環境づくりを進める必要がある

◇人材や資金不足による市民活動の停滞

◇誰でもいつでも地域から学び、地域をつくる活動を推進する
必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆多様な学習機会や成果の発表機会の提供・生涯学習人材の育成

◆地区コミュニティ協議会を中心とした地区内の団体等との連携・協
力の支援

◆生涯学習活動に関する相談体制や広報の充実

◆市民活動センターのコーディネート力と市民活動ネットワーク会議
機能の強化

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

生涯学習フェスティバルへの地区
コミュニティ協議会の参加率

８３％ Ｒ元年度 ９０％ Ｒ１１年度

日頃から生涯学習活動に取り組む
市民の割合

― ― ４０％ Ｒ１１年度

市民活動ネットワーク会議登録団
体数

５４団体 Ｒ３年度 ７０団体 Ｒ１１年度

市民活動ネットワーク会議登録団
体の総会員数

人 Ｒ５年度 ２，０００人 Ｒ１１年度
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政策１．コミュニティ・都市経営 政策分類１．コミュニティ

３．男女共同参画

施策方針

多様な生き方の選択や個性や能力が発揮できる社会づくりの推進

２０２９ビジョン

本市が、多様な生き方の選択や個性や能力が発揮できる社会となっていると思う市民の割合が増加している。

現状・課題

◇社会通念や慣行によるジェンダーの不平等感が存在する

◇男女ともに多様な生き方の選択を可能とする社会を実現する
必要がある

◇男女共同参画社会の実現に向けた取組を推進する必要がある

◇男性の育休取得の推進や働き方改革を進める必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆男女共同参画の正しい理解を深めるための学習機会の充実と
協力・連携の場の設置

◆男女共同参画センターの機能強化

◆多様で柔軟な働き方の実現（両立支援、男性の育休取得促進、
ハラスメント防止、女性のキャリアアップ支援等）

◆多様性への理解促進・人権意識の普及啓発

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

ひとみらいセミナー受講者数 １，０２５人 Ｒ３年度 １，５００人 Ｒ１１年度

女性活躍推進認定企業登録数(累
計)

１５社 Ｒ３年度 ２５社 Ｒ１１年度
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政策１．コミュニティ・都市経営 政策分類１．コミュニティ

４．少子化対策

施策方針

結婚・出産・子育てに希望が持てる施策の推進

２０２９ビジョン

若い世代が将来に希望を持ち、主体的選択により出産や育児を望む市民が増加し、子育てしやすいまちと思う市民の
割合が増えている。

現状・課題

◇出会いの場の提供と、結婚を希望する人を応援する社会的機
運の醸成を図る必要がある

◇仕事と家庭を両立でき、若い世代が住みたい・住み続けたい
と思う地域づくりを推進する必要がある

◇地域での子育て支援の機運づくりなど安心して子どもを産み
育てられる社会づくりを進める必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆結婚を希望する人への支援・結婚に伴う新生活のスタートアップに
係る経済的負担の軽減

◆男性の働き方改革とともに、男性の家事・育児、介護等への参画の
啓発

◆子育て世帯をやさしく包み込む社会的な機運の醸成

◆ジェンダー平等、結婚、妊娠・出産、子ども子育てに関する効果的
な情報発信

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

婚姻件数 ３６３件 Ｒ３年度 ３８０件 Ｒ１１年度

合計特殊出生率 １．７７％ Ｒ２年度 １．９０％ Ｒ１１年度
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政策１．コミュニティ・都市経営 政策分類２．未来ビジョン

１．地域デザイン

施策方針

地域の自立・活性化への支援

２０２９ビジョン

独自の拠点制度を確立し、自助・共助・公助の充実で住み慣れた地域に住み続けるための仕組みづくりができている。

現状・課題

◇高齢化・人口減少、地域コミュニティ活動に対する意
識の変化等により、担い手不足等の課題が顕在化し、住
み慣れた地域に住み続けるための地域の仕組みの喪失の
危機

◇市域を区分し、市民や事業者の自助を支援し、共助・
公助の仕組みの構築が必要

成果指標と目標値

施策の方向性

◆エリア別の振興方針の実現に向けた各取組の効率的な
進行管理と効果的な事業調整

◆関係する国県等政策の情報収集・総合的な広報の実施

◆各拠点の市民目線での現状把握と課題の見える化に着
手・関連政策施策の見直し

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

住み慣れた地域の居住環境に満足
している市民の割合

６８．４％ Ｒ４年度 ７５．０％ Ｒ１１年度
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政策１．コミュニティ・都市経営 政策分類２．未来ビジョン

２．移住定住

施策方針

移住・定住の促進

２０２９ビジョン

一人ひとりが地域の一員として活躍し、「自分らしい暮らしの豊かさ」を実感できている。

現状・課題

◇少子高齢化、若年層の進学・就職に伴う市外への転出による
人口減少

◇移住・定住施策の整理及びより効果的な施策の実施による移
住・定住者の暮らしやすいまちづくりが必要

◇地域おこし協力隊による地域課題の解決や旅・食・品に関す
る食品開発の取組（ぽっちゃんプロジェクト）の継続が必要

成果指標と目標値

施策の方向性

◆移住希望者へのサポート・移住前の不安解消のための体験機
会の提供

◆空家を活用した移住者向け住宅の確保の支援

◆コミュニティネットワーク活動の活発化等による移住者の移
住後の生活支援

◆地域おこし協力隊員の定着・定住のための協力体制の確立

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

住民基本台帳人口における社会増
減数

△１５９人 Ｒ３年度 増減０ Ｒ１１年度

自分らしい暮らしの豊かさを実感
している市民の割合

６８．４％ Ｒ４年度 ７５．０％以上 Ｒ１１年度
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政策１．コミュニティ・都市経営 政策分類２．未来ビジョン

３．ＳＤＧｓ・カーボンニュートラル

施策方針

ＳＤＧｓ・カーボンニュートラル の推進

２０２９ビジョン

ＳＤＧｓチャレンジ目標が達成され、本市に住み続けたいと思う市民の割合が増加している。

現状・課題

◇「薩摩川内市未来創生ＳＤＧｓ・カーボンニュートラル宣言」及び「アフ
ターコロナを見据えた薩摩川内市の中長期的展望」の発表

◇持続可能で魅力的なまちづくり、「サーキュラー都市・薩摩川内市」への
取組が必要

◇市民・地域・事業者・学校等が経済活動・社会活動の基盤である環境への
意識を高め、行動することが必要

◇長期的展望に立った総合的かつ計画的な土地利用を進める必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆「サーキュラー都市・薩摩川内市」の実現に向けた各取組の効率的
な進行管理と効果的な事業調整・産官学金の連携体制の構築

◆国県等政策の積極的な情報収集と総合的な広報の実施

◆あらゆる関係者と連携した「ＳＤＧｓチャレンジ」を合言葉とした
取組の展開

◆自然的、社会的、経済的及び文化的諸条件に配慮した総合的かつ計
画的な土地利用

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

「ＳＤＧｓ」にチャレンジする活
動数

― Ｒ４年度 ５０件 Ｒ１１年度

薩摩川内ＳＤＧｓチャレンジパー
トナー制度登録数

０団体 Ｒ５年２月 ４００団体 Ｒ１１年度

川内港久見崎みらいゾーン及び川
内（火力）発電所跡地での企業立
地件数

０社 Ｒ４年度 ２０社 Ｒ１１年度

土地利用の届出受理件数/（届出
受理件数＋未届報告件数）

９０％ Ｒ４年度 ９５％ Ｒ１１年度
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政策１．コミュニティ・都市経営 政策分類２．未来ビジョン

４．総合政策

施策方針

政策課題の効果検証及び広域連携等の推進

２０２９ビジョン

市政経営の方向性が共有され、広域的に連携を図りながら市民等が施策の展開に参加している。

現状・課題

◇総合計画の目標実現に向けた計画の推進管理・外部評
価の運営

◇根拠を意識した目標設定・検証、時代の変化に応じた
改善の努力が必要

◇市域や行政を越えた取組（大学・金融機関等との包括
連携協定締結等）の推進

成果指標と目標値

施策の方向性

◆政策施策の広報の充実

◆向こう３年間の具体的な事務・事業を示す実施計画の
策定

◆関係団体等との積極的な連携

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

第３次薩摩川内市総合計画で設定
した成果指標の達成率

― ― ８０％ Ｒ１１年度

大学との連携事業数 １０事業 Ｒ３年度 １５事業 Ｒ１１年度

サテライトキャンパス １校 Ｒ４年度 ２校 Ｒ１１年度

デジタル田園都市構想総合戦略の
成果指標の達成率

― ― ８０％ Ｒ１１年度
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政策１．コミュニティ・都市経営 政策分類２．未来ビジョン

５．広聴広報

施策方針

広聴・広報活動の充実

２０２９ビジョン

市民に市政への意見提言方法が認知され、求める行政情報を得られる環境が整い、市民と本市との情報共有が進んで
いる。

現状・課題

◇市民との対話の場等の開催、市ホームページ上でのアンケート等の
実施

◇市民との情報や問題意識の共有により市民満足度の向上及び市政に
対する信頼と共感を醸成する必要がある

◇市からのお知らせ等を積極的に提供

◇情報やターゲット等に合わせた適正で伝わりやすい情報発信を行う
必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆市民と市長の対話機会、市民の声制度、市政モニタリ
ング機能の充実

◆適切な媒体を活用した適時かつ分かりやすい情報発信

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

市に意見提言を伝える機会に満足
している市民の割合

― Ｒ５年度 ６０％ Ｒ１１年度

市からの広報に満足している市民
の割合

― Ｒ５年度 ６０％ Ｒ１１年度
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政策１．コミュニティ・都市経営 政策分類３．スマートＤＸ

１．行政改革・ＤＸ

施策方針

デジタルを活用した有用な組織・機能の構築

２０２９ビジョン

デジタル化により市民の行政サービスの利便性が向上し、市民も行政も負担が軽減している。

現状・課題

◇マイナンバーカードを活用した行政手続のオンライン化等の
取組の実施

◇デジタル化に合わせた組織・機能の構築を進めて行政サービ
スの更なる向上に繋げる必要がある

◇効率的・効果的な行政経営に向けた組織・機能の構築とデジ
タル化による行政サービスの更なる利便性向上の実現を目指す
必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆デジタル技術の活用による業務効率化・継続的かつ安
定的な行政サービスの提供に向けた業務改革の実行

◆マイナンバーカードやＩＣＴの活用などによる行政
サービスのデジタル化の実行

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

マイナンバーカードを活用した
サービス件数

７件 Ｒ４年度 １０件 Ｒ１１年度

オンライン申請可能な行政手続の
数

３２手続 Ｒ４年度 ５２手続 Ｒ１１年度

オンライン申請可能な行政手続に
おけるオンライン申請の割合

●●％ Ｒ４年度 ●●％ Ｒ１１年度
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政策１．コミュニティ・都市経営 政策分類３．スマートＤＸ

２．地域情報

施策方針

「（仮称）地域デジタル化計画」に基づく施策の推進

２０２９ビジョン

デジタル化のメリットを享受できる社会が形成され、情報格差を感じない市民が増えている。

現状・課題

◇きめ細やかなデジタル活用支援策の実施

◇今後もデジタル活用に関する市民の理解を深め、新た
な支援策等を検討する必要がある

◇携帯電話等の受信困難地域について、解消に向けて
国・県等の関係機関への要望を継続するとともに連携を
図る必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆デジタル技術を活用した市民への支援及び行政サービ
スの充実

◆デジタル技術を有効活用できる人材の育成・サポート
体制の充実

◆携帯電話等の受信困難地域の解消に努める

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

デジタル田園都市国家構想に沿っ
たデジタル実装事業数

１件 Ｒ４年度 １５件 Ｒ１１年度

デジタル田園都市国家構想：「心ゆたかな暮らし」（Ｗｅｌｌ－Ｂｅｉｎｇ）」と、「持続可能な社会・環境・経済」（ｓｕｓｔａｉｎａ
ｂｉｌｉｔｙ）を実現していく構想のこと。 11



政策１．コミュニティ・都市経営 政策分類４．行政マネジメント

１．人材育成

施策方針

環境の変化に対応できる多様な人材の育成

２０２９ビジョン

職員育成とワーク・ライフ・バランス 形成が図られ、社会ニーズに応える組織となっている。

現状・課題

◇「薩摩川内市職員人材育成基本方針」に基づく高い政策形成能力・
業務遂行能力を備えた職員育成の取組の実施

◇経済や行政の在り方が多様化・複雑化する中、組織力の向上を図る
必要がある

◇チームワークで課題を乗り越える体制を整備する必要がある

◇職場の満足度を向上させるための体制づくりを行う必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆幅広い人材を確保し、チームワークで課題に対応でき
る多様な人材の育成

◆職員が働きがいや生きがいを実感できる職場環境づく
りの実践

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

職員採用試験の応募者数 １８４人 Ｒ３年度 １７５人以上 Ｒ１１年度

総務課関連研修の受講者数 ２２１人 Ｒ３年度 ４００人以上 Ｒ１１年度

男性職員の育児休業取得率 ９．５％ Ｒ３年度 ３０％以上 Ｒ１１年度
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政策１．コミュニティ・都市経営 政策分類４．行政マネジメント

２．財政

施策方針

健全で安定した財政運営の推進

２０２９ビジョン

施策展開可能な財政構造が確立され、健全な財政運営が維持されている。

現状・課題

◇人口減少等による税収や地方交付税等の減少が見込まれる中、
適正な基金残高を維持する必要がある

◇市民・事業者等と財政（施策）運営の在り方や方向性の情報
共有を図る必要がある

◇社会基盤施設の老朽化による維持管理経費や社会保障費など
の上昇が見込まれ、財源確保が大きな課題であり、財政収支の
将来の見通しを行う必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆財政見通しの算定と必要な財政情報の公表

◆既存事業の効果や成果の検証、公共施設の統廃合による維持
管理費の抑制などによる経常経費の縮減と事業の重点化を図る

◆市債借入の抑制による公債費の縮減など、施策展開可能な財
政構造の確保に努める

◆中期財政運営指針に基づく計画的な財政運営に努める

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

財政調整基金・減債基金残高 ９２．６億円 Ｒ３年度 ８８．０億円以上 Ｒ１１年度

市債残高（普通会計ベース） ３７２．７億円 Ｒ３年度
３２７．０億円以

内
Ｒ１１年度

実質公債費比率 ７．７％ Ｒ３年度 ７．０％以内 Ｒ１１年度

実質公債費比率：毎年度経常的に収入される財源のうち、実質的な公債費相当額に充てられたものの占める割合 13



政策１．コミュニティ・都市経営 政策分類４．行政マネジメント

３．財産マネジメント

施策方針

公共施設等の効率的維持管理

２０２９ビジョン

公共施設等の再配置や処分等を計画的に行い、施設保有量の適正化に努めることで、維持管理経費を抑制し、持続可
能で必要な行政サービスを提供できている。

現状・課題

◇公共施設の多くが高度経済成長期の人口増加に対応するため整備を進めた
ものであり、今後一斉に更新時期を迎える

◇道路・橋梁、上下水道等の社会基盤施設について、老朽化に伴う更新等に
より相当の費用負担が発生する

◇財産の有効活用・民間活力の活用などによる管理経費の抑制のに取り組ん
でいる

◇利用実態等を踏まえた施設の再配置及び処分を更に進めるほか、社会基盤
施設も長寿命化対策を進める必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆投資的経費（普通建設事業費・維持補修費）の縮減に
向けた計画的かつ効率的な公共施設の維持、再配置及び
処分の推進

◆未利用資産の積極的な売却

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

公共施設（インフラを含む。）の
年間の更新経費（普通建設事業費
と維持補修費の歳出総額）

９５億円／年 Ｒ４年度 ７５億円／年 Ｒ８年度
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政策２．市民安全・消防 政策分類１．市民

１．市民窓口サービス

施策方針

市民窓口サービスの質の向上

２０２９ビジョン

市民が求める行政サービスをストレスなく受けられている。

現状・課題

◇「おくやみコーナー」窓口の設置・キャッシュレス決
済対応型ＰＯＳレジスターの導入

◇異動手続に伴う行政手続について時間を要する

◇窓口関連業務に関する実務上の課題や在り方を検討す
る必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆市民問い合わせ対応・窓口サービスの適切かつ効率的
な実施

◆窓口のワンストップ化に取り組む

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

窓口サービスに満足している市民の割
合

― ６０％以上 Ｒ１１年度

各種証明書のコンビニ交付利用率 ２０％ Ｒ４年度 ４０％ Ｒ１１年度
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政策２．市民安全・消防 政策分類１．市民

２．人権

施策方針

人権教育・啓発活動の推進

２０２９ビジョン

市民一人ひとりの人権が尊重され、誰もが自分の意見を発言できている。

現状・課題

◇子ども、高齢者、女性及び障害者等に関する人権問題がある

◇インターネットによる新たな人権侵害、ＬＧＢＴＱの方が生活しや
すい環境の整備など、行政・企業の取組が求められている

◇一人ひとりの人権が尊重される環境づくりを進める必要がある

◇社会全体での人権意識の醸成や人権教育・啓発を図る必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆各種人権啓発活動の幅広く効果的な展開

（出前講座など）

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

基本的な人権が確保されるための
市の施策が行われていると思う市
民の割合

－ － ６０％ Ｒ１１年度
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政策２．市民安全・消防 政策分類１．市民

３．課税・徴収

施策方針

安定的な財政基盤の確立

２０２９ビジョン

施策展開ができる財政構造が確立され、市民サービスが維持されている。

現状・課題

◇地方税の原則に基づく公平かつ適正な課税に努める必
要がある

◇効果的かつ効率的な収納対策の推進による財源の安定
的な確保を図る必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆適正・公平な賦課・徴収

◆効果的な滞納整理の強化、納税環境の拡充等を図る

◆法定外税の検討の実施

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

市税の徴収率（現年度+過年度） ９６．６８％ Ｒ３年度 ９７．００％ Ｒ１１年度
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政策２．市民安全・消防 政策分類１．市民

４．環境

施策方針

持続可能な環境対策の推進

２０２９ビジョン

環境保全に対する意識が高まり、市民一人ひとりが保全活動に取り組んでいる。

現状・課題

◇藺牟田池等の多様な自然環境を魅力ある地域づくりにつなげる必要
がある

◇環境美化活動を積極的に推進する必要がある

◇ごみの減量・再資源化を進めて循環型社会の形成を図る必要がある

◇環境問題に関する正しい理解の促進等が求められている

◇地球温暖化対策をより一層推進する必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆自然保護の推進による魅力ある地域づくり

◆藺牟田池における外来生物駆除活動の実施

◆ごみ排出量抑制及びリサイクル率向上の取組によるごみの減
量・再資源化の実行

◆温室効果ガス排出量の削減に向けた市民の意識改革につなが
る取組の促進

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

藺牟田池における外来魚の回収
実績

１６，４１６匹 Ｒ３年度 ３，０００匹 Ｒ１１年度

リサイクル率 ９．４％ Ｒ２年度 １５．６％ Ｒ８年度

一人一日当たりのごみの排出量 ８３９ｇ Ｒ２年度 ７７５ｇ Ｒ８年度

温室効果ガス排出量削減率（平
成25(2013)年度比）

２９％削減 Ｒ元年度 ４６％削減 Ｒ１２年度
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政策２．市民安全・消防 政策分類２．防災・消防

１．防災・原子力安全

施策方針

地域防災力の向上

２０２９ビジョン

地域や行政等が情報を共有し、関係機関との連携により、市民の安全が確保されている。

現状・課題

◇市民・地域・行政の連携による地域防災力の向上に努めている

◇避難生活環境の向上に努めている

◇防災行政無線等の維持・整備、ＩＣＴを活用した災害・防災情報の収集・提供に努
めている

◇原子力防災について、事業者に安全対策の充実強化を求めるとともに市民に対して
情報提供を行う必要がある

◇国・県等と連携し、国民保護計画を作成するなど不測の事態に対応する必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆自助・共助・公助の考えの醸成（防災マップの活用等）

◆避難所の確保・必要な備蓄品の整備

◆防災行政無線等における今後の整備の在り方の検討

◆ＩＣＴを活用した迅速かつ的確な災害・防災情報の収集・提供

◆市民に対する原子力発電に関する情報の提供・原子力防災計画に基づく原子力防災対策の充実

◆国・県等と連携するほか、市の要望や意見を伝えながら関係強化に努める

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

自主防災組織の活動実績率
（訓練等実施数／自主防災組織数）

６％ Ｒ４年度 ２０％ Ｒ１１年度

人口1人当たりの自然災害による死
者・行方不明者率（自然災害による
死者・行方不明者数/人口）

０％ Ｒ４年度 ０％ Ｒ１１年度

自主防災組織活動カバー率 ９６．２％ Ｒ４年度 １００％ Ｒ１１年度
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政策２．市民安全・消防 政策分類２．防災・消防

２．交通安全・防犯

施策方針

交通安全・防犯等の推進

２０２９ビジョン

地域やボランティア等の活動により安心して暮らせる環境となっている。

現状・課題

◇高齢者が関わる交通事故の占める割合が高い傾向

◇交通安全意識・交通マナーの啓発の取組の実施

◇治安は比較的安定している

◇地域等と連携を進めて犯罪のない安心して暮らせるま
ちづくりを進める必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆地域や関係機関と連携した交通安全教育・交通安全活
動の実施

◆地域団体や関係機関と連携した防犯活動の実施

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

交通事故発生件数（人身事故） ２２６件 Ｒ４年 ２１１件 Ｒ１１年

犯罪発生件数 ２２４件 Ｒ４年 ２２４件 Ｒ１１年

人口10万人当たりの交通事故死亡
者数

２．１７人 Ｒ４年 ０人 Ｒ１１年
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政策２．市民安全・消防 政策分類２．防災・消防

３．消防

施策方針

強固な消防体制の推進

２０２９ビジョン

市民自らが救命等の意識を持ち、救える命を取りこぼさない社会となっている。

現状・課題

◇積極的に普通救命講習を実施する必要がある

◇高齢者世帯への防火指導訪問の実施

◇防災研修センターを活用した自主防災組織の災害対応訓練の
体制強化に努めている

◇消防局保有の車両・資機材に係る新たな技術の導入検討、計
画的な更新・整備を進める必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆普通救命講習の実施

◆高齢者世帯への防火指導訪問の継続的な実施

◆防災研修センターを活用した自主防災組織の災害対応
訓練の実施

◆年次的に車両・資機材の整備を実施

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

普通救命講習受講者の人数(年間) １,５７８人 Ｒ４年度 ２,５００人 Ｒ１１年度

火災死者、負傷者の人数(年間) ４人 Ｒ４年 ０人 Ｒ１１年度

自主防災組織訓練の数(年間) １３回 Ｒ３年度 ４０回 Ｒ１１年度
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政策２．市民安全・消防 政策分類２．防災・消防

４．消防団

施策方針

持続可能な体制整備の推進

２０２９ビジョン

地域と密着した活発な消防団活動が行われ、人命の安全が確保されている。

現状・課題

◇消防団員は災害防除活動、住民の避難誘導等の多岐にわたる
活動を実施

◇若い世代の入団が進まず、消防団員の高齢化が進む

◇地域と一体となり消防団員の確保に取り組む必要がある

◇消防団員の活動環境の改善等を進める必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆超高齢化社会・過疎化を見据えた消防団体制の再構築

◆現場に即応した訓練の実施

◆活動環境、処遇等の改善による消防団員の入団促進

◆計画的な車庫詰所の整備・車両更新・資機材等の整備

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

消防団員の充足率 ９４．０％ Ｒ３年度 １００．０％ Ｒ１１年度
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政策３．保健福祉 政策分類１．保健

１．健康保健

施策方針

健康づくりの推進

２０２９ビジョン

市民の健康意識が向上し、健康寿命が延伸している。

現状・課題

◇健康寿命を延ばすことの重要性が認識されてきており、健康
寿命の延伸を目指す必要がある

◇生活習慣病やこころの病を抱える人が増加している

◇感染症の発生・蔓延を防止する必要がある

◇妊娠・出産・子育ての各段階における多様なニーズに応じた
相談・支援体制等の充実を図る必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆全ての世代に対するポピュレーションアプローチの実施

◆受診しやすい体制づくり

◆各種検診や感染症等の発生・蔓延防止対策の充実

◆健診受診後の必要な情報提供や相談等に関する体制の充実

◆子育て世帯に寄り添った支援の充実

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

①脳血管疾患ＳＭＲ（男性） １２８.０ Ｒ３年度 １００.０ Ｒ１１年度

②脳血管疾患ＳＭＲ（女性） １１８.０ Ｒ３年度 １００.０ Ｒ１１年度

③インフルエンザワクチン接種率
（65歳以上）

６２．５％ Ｒ３年度 ６５．０％ Ｒ１１年度

ＳＭＲ（標準化死亡比）：市町村ごとに異なる人口構成を標準化した死亡率で、全国を100としている。100を超えたら国の平均より死
亡率が高い、100以下では国の平均より死亡率が低いとされている。
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政策３．保健福祉 政策分類１．保健

２．地域医療

施策方針

医療体制の整備

２０２９ビジョン

市民のそれぞれが求める医療を適切に受けることができ、安心して暮らしている。

現状・課題

◇安全・安心な医療体制が維持されている

◇産科、小児科を中心に医師、看護師が不足している

◇夜間の医療体制や救急医療機関の適正利用等の対策を進める
必要がある

◇甑島圏域においては医療従事者が不足しており、新たな医療
体制を構築する必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆在宅当番・夜間当番病院の維持、救急医療に関する情
報提供等による安心して医療を受けられる体制の整備

◆甑島圏域について、診療施設の効率的な配置等による
安定的な医療体制の確保

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

休日・夜間等の医療体制に満足し
ている市民の割合

７３％ Ｒ３年度 ７８％ Ｒ１１年度
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政策３．保健福祉 政策分類２．福祉

１．社会福祉・市民相談

施策方針

地域福祉・相談体制の充実

２０２９ビジョン

市民一人ひとりが助け合い、困りごとを気軽に相談することができ、安心して健やかに暮らしている。

現状・課題

◇社会情勢・家族形態等が変化する中、地域にすむ人々が助け合い、支え合
う地域福祉の構築が求められている

◇消費者問題に対する相談の複雑化・高度化

◇虐待、ＤＶ等について一元化した窓口を核として、相談・支援体制の充実
を図る必要がある

◇ヤングケアラーなどの問題の顕在化

◇社会情勢の変化による生活困窮者の増加傾向

成果指標と目標値

施策の方向性

◆地域の見守り体制の充実を図り、誰もが取り残されることのない地域社会の構築を
目指す

◆消費生活問題に関する相談体制の充実

◆虐待、ＤＶ等について、関係機関との連携を強化し、早期解決につなげるよう努め
る

◆相談体制や地域による子どもの見守りの取組の充実を図るとともに、関係機関との
連携強化に努める

◆包括的な相談支援の充実を図り、生活困窮者の生活再建に努める

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

消費生活講座参加者 ２７７人 Ｒ４年度 ６００人 Ｒ１１年度

虐待等における安全確保等の件数
の割合

１．０７％ Ｒ４年度 ２．５０％ Ｒ１１年度

生活困窮者自立支援制度の新規相
談受付した者のうち改善等が見ら
れた割合

１２．７０％ Ｒ４年度 ３０．００％ Ｒ１１年度

ヤングケアラーに関する意見交換
会等の開催件数

０回 Ｒ４年度 １５回 Ｒ１１年度
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政策３．保健福祉 政策分類２．福祉

２．障害者福祉

施策方針

障害者（児）福祉の充実

２０２９ビジョン

障害のある人もない人も共に住み慣れた地域で豊かに暮らしている。

現状・課題

◇全ての市民が相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現が
求められている

◇障害者基幹相談支援センターを中核にした相談支援体制の整備、関係機関
とのネットワーク構築に努めている

◇障害を早期発見し、必要な療育等を受けられる体制を整備する必要がある

◇「薩摩川内市手話言語等コミュニケーション手段の普及と利用の促進に関
する条例」の制定

成果指標と目標値

施策の方向性

◆障害福祉サービスの提供体制や相談・支援体制の充実

◆関係機関との連携強化による障害の早期発見・療育や特別支
援教育の充実

◆障害者の就業機会の確保や事業所への啓発等を進める

◆障害の特性に応じたコミュニケーション手段の利用促進

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

計画相談支援事業利用者数 ２５２人／月 Ｒ４年度 ２７０人／月 Ｒ１１年度

児童発達支援事業利用者数 ３２６人／月 Ｒ４年度 ３００人／月 Ｒ１１年度

福祉避難所数（障害者（児）用） １３施設 Ｒ４年度 １５施設 Ｒ１１年度
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政策３．保健福祉 政策分類２．福祉

３．高齢・介護福祉

施策方針

地域包括ケアシステムの構築及び介護サービスの充実

２０２９ビジョン

それぞれのニーズに応じた介護サービスの提供等がなされ、高齢者が生きがいを持ちながら、心身ともに健康に安心
して暮らしている。

現状・課題

◇総人口の減少と高齢化率の上昇が見込まれる

◇認知症の方や要介護高齢者の増加が見込まれる

◇高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすためには、地域住民や関係機関と連携・
協働して医療・介護、住まいなどの支援を総合的に展開する必要がある

◇高齢者や地域のニーズに応じた介護サービスの基盤整備や人材確保に向けた対応が
必要になる

◇要介護者等が必要な介護サービスを安心して利用できる体制を構築する必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆生きがいづくりを始めとする様々な活動に気軽に参加
できる環境づくり

◆介護等を担う人材の育成・確保や様々なニーズに応じ
たきめ細やかな介護サービスの提供体制の整備

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

第１号被保険者要介護（要支援）
認定者数

５,８９７人 Ｒ３年度 ６,１７７人 Ｒ１１年度

介護保険サービス受給者数 ４,７７１人 Ｒ３年度 ５,０５５人 Ｒ１１年度
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政策３．保健福祉 政策分類２．福祉

４．生活保護

施策方針

健康で文化的な生活の充実

２０２９ビジョン

全ての市民が、健康で文化的な最低限度の生活を営むことができている。

現状・課題

◇生活保護制度は、生活困窮者に対し、健康で文化的な最低限
度の生活を保障し、自立を助長することを目的としている

◇本市の生活保護世帯数は近年減少傾向

◇被保護者健康管理支援事業の実施

◇生活習慣の改善を促進しながら、相談・支援体制の強化・医
療扶助における適正化を目指している

成果指標と目標値

施策の方向性

◆関係機関と連携し、生活困窮者が主体的に就労・自立
できるような支援を含めてそれぞれの状況に応じたきめ
細やかな支援を推進する

◆被保護者の一般健康診査の受診率の向上を図り、病気
の重症化予防等を進める

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

就労支援者数 ６３人 Ｒ４年度 ８０人 Ｒ１１年度

就労支援者のうち自立した者の割
合

１１．１％ Ｒ４年度 １５．０％ Ｒ１１年度

被保護者健康管理支援事業受診信
者数

７５人 Ｒ４年度 １００人 Ｒ１１年度
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政策３．保健福祉 政策分類２．福祉

５．子育て支援・保育

施策方針

多様なニーズに応じた子育て支援と保育サービスの充実

２０２９ビジョン

様々なニーズに応じた保育サービスの充実など、子育てしやすい環境が整っており、子どもが健やかに育っている。

現状・課題

◇様々な子育て支援策を展開して、安心して子どもを産み育てられる環境づくりに努
めている

◇令和４年４月１日の待機児童数は０人(国の基準に基づく算定)

◇保育士等の人材確保に重点を移して対策に取り組む必要がある

◇多様な就労形態や家庭環境等に伴う様々なニーズに応じた支援の充実に取り組む必
要がある

◇こども家庭庁が展開する施策を踏まえつつ相談体制の更なる充実・子育て支援策の
認知度の向上を図る必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆国県の交付金等を活用した子育て支援策のほか、本市独自の各種施策の実
施

◆保育を担う人材の確保と多様なニーズに応じた保育サービスの更なる充実

◆教育・保育施設、放課後児童クラブなどの施設・設備の安全確保対策の強
化

◆子育て世代包括支援センターを中心とした子育ての相談・支援体制の更な
る充実と各種施策等の更なる周知

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

子育て支援に関する施策に満足し
ている市民の割合

６０．５％ Ｒ４年度 ７５．０％ Ｒ１１年度

待機児童数 ０人 Ｒ４年度 ０人 Ｒ１１年度
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政策３．保健福祉 政策分類２．福祉

６．公的医療保険・国民年金

施策方針

公的医療保険制度の安定的な運営の確保と国民年金制度の広報の推進

２０２９ビジョン

公的医療保険制度が持続的かつ安定的に運営でき、対象者が健康に生活することができている。

国民年金制度に対する市民の理解が深まっている。

現状・課題

◇医療費適正化対策に取り組むことで、医療費の抑制につなげ、
安定的な国民健康保険事業の運営を図る必要がある

◇長寿健診の受診結果を踏まえ、ハイリスクアプローチによる
重症化予防・フレイル予防や、ポピュレーションアプローチに
よるサロンや講座等への参加促進等の実施

◇国民年金に関する手続（申請・届出・申出）等の周知・広報
の実施

成果指標と目標値

施策の方向性

◆国民健康保険被保険者の健康の保持・増進に資する各種保健事業の
実施

◆「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業」の更なる拡充

◆国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度の周知・広報の実施

◆国民年金制度の周知・広報の実施

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

特定健康診査受診率 ５４．５％ Ｒ３年度 ６０．０％ Ｒ１１年度

長寿健康診査受診率 ７０．４％ Ｒ３年度 ７１．０％ Ｒ１１年度

国民年金保険料納付（口座・クレ
ジットカード・前納）申出件数

７６件 Ｒ４年度 １００件 Ｒ１１年度
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政策４．教育 政策分類１．教育

１．学校教育

施策方針

未来をたくましく生きる力を育む教育の推進

２０２９ビジョン

教育活動を通じて、子どもの「未来をたくましく生きる力」が育まれている。

現状・課題

◇全ての中学校区における小中一貫教育及びコミュニティ・スクールの取組

◇「魅力ある学校づくりプロジェクト」の推進

◇授業の充実及び家庭学習の質の向上の推進

◇特別な支援を必要とする児童生徒への支援の充実

◇学校における業務改善の着実な推進

◇経済的理由による就学困難な児童生徒に対する必要な就学支援等

成果指標と目標値

施策の方向性

◆授業における主体的・対話的で深い学びの促進

◆ＩＣＴ活用・小学校からの英語教育の推進など時代の変化に対応した教育

◆特別支援教育支援員の配置、適応指導教室棟の相談体制の充実

◆適正規模による教育環境の確保

◆幼保小の円滑な接続・小１プロブレムの解消

◆経済的理由により就学困難な児童生徒の保護者に対する学用品費等の援助

◆給付型の特別奨学資金による有用な人材育成

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

①小学校 標準学力検査（NRT)の偏差
値平均（全国：５０）

４９.８ Ｒ４年度 ５３．０ Ｒ１１年度

②中学校 標準学力検査（NRT)の偏差
値平均（全国：５０）

４７.９ Ｒ４年度 ５２．０ Ｒ１１年度

③小学校 不登校出現率
１.５３％
（県平均

０．９５％）
Ｒ３年度 県平均以下 Ｒ１１年度

④中学校 不登校出現率
６.７２％
（県平均

４．９８％）
Ｒ３年度 県平均以下 Ｒ１１年度
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政策４．教育 政策分類１．教育

２．教育施設

施策方針

学校施設・設備の環境整備の推進

２０２９ビジョン

児童生徒が、快適な環境のもと、安心して充実した学校生活を送っている。

現状・課題

◇学校施設の長寿命化対策、危険改築、空調機設置等を年次的に実施

◇施設の維持管理の大規模化等により、より計画的な改修等の対策が求めら
れている

◇教育のＩＣＴ化に向けた環境整備が進んでいる

◇教職員の校務改善に向けた統合型校務支援システムの導入・運用

◇各学校給食センターの老朽化への対応・学校給食費の「公会計化」の方向
性を定める必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆学校施設の計画的な改修・改築

◆トイレの洋式化や特別教室の空調整備

◆教育内容に応じた教具・教材の整備

◆ＩＣＴ関連設備の充実

◆学校給食センターの運営体制の整備と施設・設備の計画的な整備・
更新

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

学校施設長寿命化計画策定時の、
学校施設の健全度６０点以上の割
合

６０％ Ｒ３年度 ６７％ Ｒ１１年度

学校の洋式トイレの割合 ３２％ Ｒ３年度 ６６％ Ｒ１１年度

特別教室への空調整備の割合 ３３％ Ｒ４年度 ６６％ Ｒ１１年度
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政策４．教育 政策分類１．教育

３．社会教育

施策方針

家庭・地域の教育力の向上

２０２９ビジョン

家庭・地域・学校が連携・協働し、次世代を担う子どもたちを守り育てている。

現状・課題

◇虐待、不登校など、子どもに関する様々な問題が全国的に顕在化

◇家庭・地域・学校が連携・協働した取組が求められる

◇健全な青少年育成のために地域の指導者の養成、指導力向上を図る
人材育成機能を強化する必要がある

◇中央公民館、図書館、少年自然の家等の施設を適正に管理し、活動
内容や指導体制を強化する必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆学校等で実施している家庭教育学級の更なる充実

◆親子のふれあいの機会の提供

◆地域学校協働活動の推進

◆関係機関とネットワークを図った見守り活動の強化

◆読書活動の環境、電子書籍を含む図書資料等の充実

◆中央公民館等の環境整備・維持管理・機能の充実

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

家庭教育学級参加数 ６，１０５人 Ｒ４年度 １５，０００人 Ｒ１１年度

学校支援ボランティア事業の
実施件数

６０５件 Ｒ４年度 １，２００件 Ｒ１１年度

少年自然の家の来所者数 ８，４５０人 Ｒ３年度 ３９，０００人 Ｒ１１年度

市民大学講座参加者数 ３，４１１人 Ｒ４年度 ５，０００人 Ｒ１１年度

中央図書館・分館入館者数 ７９，６８５人 Ｒ４年度 １０４，０００人 Ｒ１１年度33



政策４．教育 政策分類１．教育

４．文化財

施策方針

文化財の保存・継承・活用

２０２９ビジョン

地域の歴史文化を身近に感じ、「地域の宝」として誇りと愛着を持っている。

現状・課題

◇語り継がれてきた古い歴史の物語や文化財が数多く残されている

◇特色ある伝統行事、指定文化財等を次世代に引き継ぐことが難しい状況

◇一部地域において文化財を活用した行事イベントを地域振興に結び付ける
取組の実践

◇「文化財保存活用地域計画」の作成作業に着手

◇平成１６年に誕生した本市の歴史的・文化的な価値のある資料が失われる
恐れがある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆文化財の所有者や管理者に対する適切な保存を促す

◆文化財に関する分かりやすい情報発信

◆文化財を舞台にしたユニークベニューなど文化財の活
用の幅を広げる

◆薩摩川内市全体を対象とした「薩摩川内市史」の編纂

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

指定文化財の新規指定等の件数 １９６件 Ｒ４年度 ２００件 Ｒ１１年度

指定文化財の昇格指定等の件数 ０件 Ｒ４年度 ３件 Ｒ１１年度

34



政策５．産業・シティセールス 政策分類１．農林水産

１．農業政策

施策方針

健康で豊かな食と農の環境づくり及び六次産業の促進

２０２９ビジョン

美しい農村の中で、多様な担い手が生き生きと働いている。

現状・課題

◇資材高騰等による生産コストが増加し、農林水産業所得の低
下により、生産者の減少が加速化する恐れがある

◇鳥獣による被害の増加・集落機能の低下

◇働き方の変化等により、健康で豊かな食生活の定着、普及が
危ぶまれている

◇六次産業化に係る意識啓発、人材育成等の様々な取組の展開

成果指標と目標値

施策の方向性

◆耕作放棄地の発生防止、鳥獣被害対策の推進等による美しい農村景
観の維持・保全

◆市内直売所、産業祭を始めとするイベント等の活用による農林水産
物の地産地消の促進

◆担い手の確保・育成、生産力向上等に向けて社団法人薩摩川内農業
公社が実施する事業等の支援

◆農水産物の加工や販売に取り組む六次産業化の促進

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

担い手への農地集積率 ２８％ Ｒ３年度 ５０％ Ｒ１０年度※

鳥獣被害による農作物被害額
１８，２８３

千円
Ｒ３年度

１０，０００
千円

Ｒ１０年度※

地元産の農林水産物をよく購入す
る割合

４０.４％ Ｒ４年度 ５０．０％ Ｒ１０年度※

六次産業化等により新たに生まれ
た商品・サービスの数

１３件 Ｒ４年度 ３０件 Ｒ１０年度※
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政策５．産業・シティセールス 政策分類１．農林水産

２．営農・畜産

施策方針

農畜産業の振興と発展促進

２０２９ビジョン

本市ならではの質の高い農畜産物が安定して供給されている。

現状・課題

◇水稲、果樹など一部品目は経営規模拡大が図られてい
るが、全体的な生産量や生産額は減少傾向

◇消費者から環境に配慮した安全・安心な農畜産物の供
給が求められている

◇地域特色を活かした農畜産物の生産振興を進める必要
がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆本市に適した重点品目等による産地づくり、経営改善
に向けた取組、スマート農業の導入等の支援

◆販路拡大・販売促進活動の支援

◆「みどりの食料システム戦略」に基づく環境負担軽減
に向けた取組の支援

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

①認定農業者の人数 １８４人 Ｒ４年度 ２０３人 Ｒ１０年度※

②認定新規就農者の人数 １６人 Ｒ４年度 ２０人 Ｒ１０年度※

③女性農業経営士の人数 １２人 Ｒ４年度 １５人 Ｒ１０年度※

④農畜産物の総生産額 １６,１８９百万円 Ｒ３年度 １６,２００百万円 Ｒ１０年度※
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政策５．産業・シティセールス 政策分類１．農林水産

３．林業

施策方針

持続可能な森林づくりと木材利用拡大の促進

２０２９ビジョン

森林資源の循環利用が確立され、林業の成長産業化が図られている。

現状・課題

◇大型木材加工施設等の稼働、東アジア等への木材輸出の拡大などによる木
材需要の大幅増加

◇森林経営管理制度による森林整備、路網整備等による低コスト化を推進す
る必要がある

◇木材需要の高まりにより今後見込まれる再造林や下刈作業の担い手不足の
顕在化

◇原木の安定的な供給体制の整備、木材の加工・流通施設の整備など木材産
業の競争力強化を図る必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆積極的な森林の整備・保全（間伐、伐採後の再造林の促進、スマー
ト林業による施業の集約化等）

◆林業事業体の経営改善や雇用管理体制の改善などの支援

◆効率的・安定的な林業経営の支援

◆木材の利用拡大や新たな需要創出の促進

（川内港を利用した東アジア等への木材輸出の拡大）

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

再造林率 ６４％ Ｒ３年度 ７０％ Ｒ１０年度※

林業就業者数 ６６人 Ｒ３年度 ８０人 Ｒ１０年度※

木材生産量 ８万m3 Ｒ３年度 １０万m3 Ｒ１０年度※
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政策５．産業・シティセールス 政策分類１．農林水産

４．漁業

施策方針

持続可能な漁業生産と基盤づくりの推進

２０２９ビジョン

豊かな海と共生し、漁業者が生き生きと働いている。

現状・課題

◇漁業は一次産業として魚食文化を支え、生態系を保全する機
能を有している

◇漁業従事者の経営改善、担い手の確保等が課題

◇地球温暖化等の影響による漁獲量の低下・水産資源の減少

◇魚の調理法等を普及する活動を進める必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆食育・地産地消の推進、新規漁業就業者の確保等の支援

◆水産多面的機能の効果的な発揮に資する地域の取組への支援

◆漁港施設と海岸保全施設の効率的な予防保全工事、維持修繕工事等
の実施

◆有用魚介類の放流・環境整備

◆漁場の生産力向上・漁場の再生に関する実践的な取組への支援

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

沿海漁協の正組合員数 ２９６人 Ｒ３年度 ２８０人 Ｒ１０年度※

漁船数 ６７０隻 Ｒ３年度 ６３０隻 Ｒ１０年度※

漁獲量 ９３９トン Ｒ３年度 １，０００トン Ｒ１０年度※
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政策５．産業・シティセールス 政策分類１．農林水産

５．農業基盤

施策方針

農業生産基盤の整備・維持管理の推進

２０２９ビジョン

農業生産基盤施設の計画的な整備により、農地の保全が図られている。

現状・課題

◇農業者等の高齢化、後継者不足による生産力低下による農地
の保全及び農業用施設の維持管理が課題

◇農道や耕作道の未整備などによる耕作放棄地の増加

◇排水機場、ダム等の老朽化が進み、計画的な施設改修を行う
必要がある

◇農業用ため池について計画的に防災工事等を行う必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆関係団体との連携による農業用施設の維持管理

◆地域による農地の保全・農業用施設の維持活動の促進

◆生産基盤の拡大・農作業の環境改善

◆排水機場、農業用ため池、ダム等の施設の計画的な改
修

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

防災重点農業用ため池整備率 ２２％ Ｒ４年度 ７７％ Ｒ１０年度※
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政策５．産業・シティセールス 政策分類２．商工観光

１．地域経済・中小企業

施策方針

地域経済活性化と中小企業対策の推進

２０２９ビジョン

多様な人材が活躍する安定的な雇用環境が生まれている。

現状・課題

◇雇用情勢は改善傾向

◇地元企業の人材確保の安定化を図る必要がある

◇各地域の商店街の店舗数や地元消費が減少傾向にある

◇異業種間連携の推進を始めとする内発型の産業振興の取組

◇中小企業の経営基盤強化を図る必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆事業者の人材育成・雇用環境改善の取組の支援

◆ＵＩターンによる人材確保・市内学校新卒者の地元企業への就職誘
導

◆中心市街地や各地域の商店街の魅力向上と賑わい創出の取組の支援

◆関係団体と連携し、販路拡大、付加価値創出、企業間連携など経営
基盤強化に向けた中小企業の取組支援

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

雇用保険適用事業所数 １，７０６事業所 Ｒ３年度 １，７５０事業所 Ｒ１１年度

年間雇用保険被保険者数 ２５，９８３人 Ｒ３年度 ２６，５００人 Ｒ１１年度

市内学校新卒者の
市内企業就職率

２７．６％ Ｒ３年度 ３０．０％ Ｒ１１年度

市内総生産額 ４,２９７億円
Ｒ３年度（Ｒ元
年度総生産額）

４，５００億円
Ｒ１１年度

（Ｒ９年度総
生産額）
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政策５．産業・シティセールス 政策分類２．商工観光

２．産業立地・新産業創出

施策方針

産業立地と新産業創出の推進

２０２９ビジョン

地域の特性を活かした産業立地、産業集積により、地域の雇用が増え、地域経済が活性化している。

現状・課題

◇「循環経済産業都市」の推進に取り組み、唐浜地区国際物流ターミナル事
業が進められ、広域的な交通ネットワークの構築が図られている

◇川内港久見崎みらいゾーン・サーキュラーパーク九州を循環経済・新たな
産業創出の拠点として位置付け

◇創業しやすい環境を整備し雇用機会を創出する必要がある

◇次世代エネルギー産業の育成支援及び産業立地につなげる必要がある

◇原木輸出量・コンテナ貨物取扱量の増加

成果指標と目標値

施策の方向性

◆産学官連携によるＳＤＧｓ、循環経済システム、先端技術等を取り入れた
産業の育成

◆地域の特性を活かした企業誘致の推進

◆創業希望者に対する関係機関が連携した支援体制の構築

◆竹などの地域資源等を活用した新産業の創出の支援

◆川内港久見崎みらいゾーン・サーキュラーパーク九州への産業立地・集積
と官民一体となったポートセールスの展開・物流機能の充実

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

企業誘致数（立地協定件
数）
※Ｒ７年度からの累計値
（※１ 内 次世代エネル
ギー関連の企業誘致数）
（※２ 内 循環経済産業
都市関連の企業誘致数）

３件
（※１ ０件）
（※２ ０件）

Ｒ４年度 ２０件
（※１ ２件）
（※２ ３件）

Ｒ１１年度

年間起業件数 ２２件 Ｒ４年度 ２５件 Ｒ１１年度

川内港外貿コンテナ取扱量 ２３，９５２ＴＥＵ Ｒ４年 ５０，０００ＴＥＵ Ｒ１１年
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政策５．産業・シティセールス 政策分類２．商工観光

３．多文化共生

施策方針

多文化共生 の推進

２０２９ビジョン

多文化共生の意識が育まれており、人の交流や助け合いが充実している。

現状・課題

◇友好都市（中国江蘇省常熟市・韓国慶尚南道昌寧郡）との国
際交流を通じた互恵関係の構築・相互理解の促進

◇異文化理解・グローバル人材の育成に向けた取組（市国際交
流協会と連携した語学・国際理解講座等）

◇地域社会において、異なる文化を尊重し、受け入れる機運の
醸成を図り、多文化共生社会の実現に向けた取組を進める必要
がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆継続的な友好都市との国際交流、市民の国際理解・交
流事業への参加機会の創出等による市民の国際協力意識
の浸透

◆地域で生活する外国人住民との相互理解・連携・協働
による多文化共生の推進

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

友好都市交流事業・国際理解事業
参加者数の推移

３，１５４人 Ｒ４年度 ４，０００人 Ｒ１１年度
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政策５．産業・シティセールス 政策分類２．商工観光

４．観光物産

施策方針

物産販売の推進

２０２９ビジョン

時代のニーズに合った物産の魅力が発信され、販売されている。

現状・課題

◇シティセールスの取組等により魅力的な物産・お土産品が全国に認
知されつつある

◇キャッシュレス決済の普及等による、物産販売に対する事業者の考
え方の変化

◇リモートマルシェ、空港での物産展による販路拡大

◇より魅力的な商品の開発、販路拡大につながるターゲット層を開拓
する必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆ふるさと納税制度を活用した地場産品育成等による商品力強化

◆観光物産協会、市内事業者等による商品開発

◆ＥＣサイト等を活用した市外・海外市場への販路拡大支援

◆食と観光の一体的なプロモーション展開

◆観光物産施設の提供サービスや販売機能充実の支援

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

ふるさと納税寄附額 ６２１百万円 Ｒ３年度
１，５００

百万円
Ｒ１１年度

観光物産協会による販売売上額 ３５８百万円 Ｒ３年度 ７９１百万円 Ｒ１１年度

物産施設の販売額 ５３５百万円 Ｒ３年度 ６７８百万円 Ｒ１１年度

物産施設の利用者数 ５８３千人 Ｒ３年度 ８６１千人 Ｒ１１年度
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政策５．産業・シティセールス 政策分類２．商工観光

５．シティセールス

施策方針

市民と一体となったシティセールスの推進

２０２９ビジョン

市民ぐるみのシティセールスにより、地域が活性化している。

現状・課題

◇本市の魅力発信・交流人口の拡大に努めてきた

◇２００９年の観光元年宣言以降のシティセールスによる知名度が向上

◇観光ＤＸの導入等により観光コンテンツの付加価値の向上、持続可能な地
域経済社会の実現につなげることが期待されている

◇観光の受け皿となる地域づくりや人材育成が必要

◇他自治体、団体等と特性を活かした広域連携を更に進める必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆多様なツールを活用した本市の魅力等のプロモーションを展開

◆高付加価値な体験・交流・滞在型観光等の促進

◆官民一体となった旅行誘客・物産販路拡大セールスを実施

◆観光交流施設を活用したイベント・コンベンションの誘致

◆本市観光の「おもてなし力」の強化

◆市内外の観光関係団体等との連携強化

◆市が管理する観光物産施設の適正な維持管理・魅力化の促進

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

宿泊者数 ２８６千人 Ｒ３年度 ４７０千人 Ｒ１１年度

日帰り観光客数 ２，４５８千人 Ｒ３年度 ３，８００千人 Ｒ１１年度

ホームページ、ＳＮＳ等のアク
セス、ＰＶ数、リーチ数

２，３７６千件 Ｒ３年度 ２，５００千件 Ｒ１１年度

ＳＮＳ：Social Networking Serviceの略。
インターネットを介して人間関係を構築できるスマートフォン・パソコン用のサービスの総称のこと。
ＰＶ数：インターネットにおけるアクセス数の単位のこと。ＰａｇｅＶｉｅｗの頭文字の略。
リーチ数：ソーシャルメディアにおいて、投稿された記事やアカウント見たユーザー数を表す単位のこと。
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政策５．産業・シティセールス 政策分類２．商工観光

６．交通

施策方針

持続可能な地域公共交通ネットワークの形成

２０２９ビジョン

公共交通が積極的に利用され、地域公共交通ネットワークが維持、確保されている。

現状・課題

◇九州新幹線、民間路線バスなどの公共交通機関、自家用有償旅客運
送のほか、甑島と本土間の甑島航路が開設されているなど、多様な地
域公共交通のネットワークがある

◇公共交通機関の利用者は減少傾向

◇乗務員不足の深刻化

◇効率的で持続可能な地域公共交通ネットワークの形成・維持が必要
である

成果指標と目標値

施策の方向性

◆各公共交通機関の利用促進

◆コミュニティ交通の在り方の検討

◆地区コミュニティ協議会等による「のりあい交通」の
導入の支援

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

肥薩おれんじ鉄道（市内５駅）の
利用者数

２１１千人 Ｒ３年度 ２３０千人 Ｒ１０年度

コミュニティ交通の利用者数 ２０８千人 Ｒ３年度 ２３６千人 Ｒ１０年度

高速船・フェリーの利用者数 １４６千人 Ｒ３年度 １８０千人 Ｒ１０年度

コミュニティ交通：交通空白地・不便地域の解消を図るため、市が主体的に計画し、運行しているコミュニティバス、デマンド交通
（予約型乗合タクシー・バス）の総称。 45



政策５．産業・シティセールス 政策分類３．文化振興・スポーツ

１．文化

施策方針

文化芸術活動の推進

２０２９ビジョン

市民が文化芸術活動を身近に感じ、日常的に触れ親しんでいる。

現状・課題

◇多くの文化芸術団体が多彩な活動を実施

◇文化芸術活動を楽しめる環境を更に整備する必要がある

◇郷土芸能の発表の場の提供や保存継承活動に対する支援を継続する
必要がある

◇川内歴史資料館、川内まごころ文学館などの施設を郷土出身の著名
人やふるさとの歴史を学ぶ拠点施設として位置付け、積極的な利活用
を促進する必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆文化芸術団体が実施する様々な取組の支援

◆郷土芸能保存団体の活動・後継者の育成の支援

◆川内歴史資料館等の文化施設の利用促進

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

文化協会加盟団体数 １２７団体 Ｒ４年度 １４０団体 Ｒ１１年度

郷土芸能保存活動団体数 ４１団体 Ｒ４年度 ４７団体 Ｒ１１年度

文化振興イベント参加者数 ３，１００人 Ｒ４年度 ４，６００人 Ｒ１１年度
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政策５．産業・シティセールス 政策分類３．文化振興・スポーツ

２．スポーツ

施策方針

スポーツ活動を楽しむ環境整備

２０２９ビジョン

市民が気軽にスポーツを楽しむ環境が整い、日常的にスポーツを行っている。

現状・課題

◇サンアリーナせんだいを中心に、バレーボール日本代表チームなどの世界
トップレベルのチームが合宿を実施

◇合宿に係る情報発信により交流人口の拡大につなげる必要がある

◇市スポーツ協会と連携し、競技人口の拡大・競技力向上を図る必要がある

◇総合型地域スポーツクラブ等の団体を通じたスポーツ教室の展開

◇市民誰もがスポーツにアクセスできる環境整備を行う必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆スポーツ合宿誘致、スポーツイベント、スポーツツーリズム
事業の展開

◆地域のスポーツ・レクリエーション活動など生涯スポーツの
環境づくりの促進

◆関係団体との連携による指導者の育成と指導体制の充実

◆スポーツ競技者の人口拡大・競技力の向上

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

スポーツ合宿団体数 ２８団体 Ｒ３年度 １００団体 Ｒ１１年度

総合型地域スポーツクラブの会員
数

７８９人 Ｒ３年度 １，２００人 Ｒ１１年度

九州大会・全国大会等への出場件
数

７５件 Ｒ３年度 １８０件 Ｒ１１年度
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政策６．建設・水道 政策分類１．建設

１．建設マネジメント

施策方針

円滑な「建設マネジメント」の推進

２０２９ビジョン

国・県と一体となって、公共インフラ が整備・保全されている。

現状・課題

◇南九州西回り自動車道の鹿児島ＩＣから薩摩川内水引ＩＣまでの供用開始

◇甑島縦貫道の早期完成等が市域内交流等の活性化のために求められている

◇河川改修事業等の継続的な展開により川内川の治水安全度の向上が図られている

◇天辰第二地区引堤事業の早期完成・かわまちづくり整備事業が必要不可欠

◇川内港唐浜地区国際物流ターミナル整備事業が進められている

◇背後立地企業の川内港からの輸出開始・定期コンテナ航路の増便

◇少子化等に伴う相続機会の増加等により所有者不明の土地・建物の増加の見込み

成果指標と目標値

施策の方向性

◆南九州西回り自動車道の薩摩川内水引ＩＣから阿久根ＩＣ間の早期整備

◆甑島縦貫道の未整備区間の早期整備の促進

◆川内川氾濫を防ぐ取組（河川改修、堤防強化、流域治水の推進等）

◆川内港唐浜地区国際物流ターミナル整備事業の早期完成の促進

◆広域的な物流ネットワークの形成と流通・産業拠点としての基盤整備の促進

◆地籍調査の成果の適正な管理

◆所有者不明土地解消に向けた各種制度の積極的な啓発

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

南九州西回り自動車道の供用率
（八代～鹿児島）

７２．７％ Ｒ４年度 ８１．０％ Ｒ１１年度

甑島縦貫道の改良率 ８７．８％ Ｒ４年度 ８９．０％ Ｒ１１年度

河川空間のオープン化進捗率 ２０．０％ Ｒ４年度 ５５．０％ Ｒ１１年度

事業進捗率
（川内港唐浜地区国際物流ターミ
ナル整備の事業費ベース）

４．２％
Ｒ４年度

（Ｒ３年度まで）
１００．０％ Ｒ１０年度
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政策６．建設・水道 政策分類１．建設

２．道路河川港湾

施策方針

公共土木施設の強化

２０２９ビジョン

快適で安全な社会基盤が、維持保全されている。

現状・課題

◇安全に移動できる道路の整備、維持管理が求められている

◇道路利用者の実態・ニーズに応じた交通危険箇所の解消、補修等が求められている

◇橋梁について架け替えや大規模な改修の増加が見込まれている

◇災害を未然に防ぐために防災施設の整備を推進している

◇河川について多様化する災害に柔軟に対応する備えが求められている

◇市管理港湾（江石港・桑之浦港）は一定の整備が進んでいる

成果指標と目標値

施策の方向性

◆定期的なパトロールを通じた道路・河川の不良箇所の早期発見

◆災害時の点検、国・県・市の情報連絡体制の強化

◆道路の損傷箇所等の速やかな修繕、計画的な補強・補修対策

◆流域治水の推進、更新計画に基づく水門・ポンプ施設等の適切な維持管理

◆土砂災害危険箇所の早期対策の実施

◆関係機関と連携した地方港湾の適切な維持管理

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

橋梁長寿命化修繕計画における事
業費ベースの進捗率（市道橋）

１５．１％ Ｒ３年度 ３３．３％ Ｒ１１年度

市道の道路改良率 ５７．７％ Ｒ３年度 ５８．５％ Ｒ１１年度

舗装道路割合
（舗装道路実延長／道路実延長）

９２．７％ Ｒ３年度 ９３．０％ Ｒ１１年度
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政策６．建設・水道 政策分類１．建設

３．都市計画

施策方針

都市基盤の保全

２０２９ビジョン

地域の個性を活かした誰もが快適性と利便性のある生活を送っている。

現状・課題

◇居住人口の減少により良好な居住環境が維持できなくなるこ
とが懸念され、都市機能の適正配置、道路・公園などの都市基
盤施設の効率的な維持管理を行う必要がある

◇人口減少・少子高齢化社会を前提とした「多極ネットワーク
型コンパクトシティ」が求められている

◇「都市計画マスタープラン」等の周知に努めるほか「立地適
正化計画（防災指針）の策定・周知等に取り組む必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆将来にわたって持続可能なまちづくりを目指した都市
計画マスタープラン・立地適正化計画の見直し

◆居住誘導区域における人口密度維持のあめの生活利便
性の確保

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

都市計画マスタープラン更新 Ｈ２８年３月 Ｒ４年度 Ｒ７年３月 Ｒ８年度

居住誘導区域を含む自治会の人口
（川内地区）

３６，１１８人 Ｒ４年度 ３６，０００人 Ｒ１１年度

居住誘導区域を含む自治会の人口
（入来地区）

５８２人 Ｒ４年度 ５８０人 Ｒ１１年度

自治会：薩摩川内市自治基本条例に基づき、一定の地域において、相互扶助の精神に基づいて自発的に組織された会のこと 50



政策６．建設・水道 政策分類１．建設

４．土地区画整理

施策方針

都市基盤の整備

２０２９ビジョン

魅力ある市街地が形成され、住み続けている。

現状・課題

◇（天辰第一地区）道路・公園・三堂川等の整備改善を一体的に実施

◇（天辰第一地区）造成は概ね完了・事業期間の長期化が課題

◇（天辰第二地区）既存道路の幅員が狭く車両の離合が困難であり早
期の道路・宅地の整備を行う必要がある

◇（温泉場地区）造成は概ね完了・事業期間の長期化と定住人口の横
ばいが課題

成果指標と目標値

施策の方向性

◆（天辰第一地区）早期事業完了を目指し、安全確保対策の検討や安全・安
心な居住環境であるかの再検証

◆（天辰第二地区）川内川引堤事業と併せた向田天辰線（県道山崎川内線）
の整備と沿線の仮換地引渡しを行うための宅地造成と道路築造の実施

◆（温泉場地区）企業誘致や温泉場を活かした住宅地としての広報・事業完
了に向けた換地処分に関する諸手続の推進

◆（温泉場地区）事業効果の検証・今後に向けた検討

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

天辰第一地区内人口 ２，０６９人 Ｒ３年度 ２，４００人 Ｒ１１年度

天辰第二地区内人口 ３９人 Ｒ３年度 ５７０人 Ｒ１１年度

温泉場地区内人口 １６１人 Ｒ３年度 ２００人 Ｒ１１年度
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政策６．建設・水道 政策分類１．建設

５．公園緑地

施策方針

維持管理及び整備の推進

２０２９ビジョン

安全で快適な公園等が形成され、気軽に利用できている。

現状・課題

◇公園等施設について計画的な修繕・更新・廃止の必要がある

◇公園等の施設整備や施設の充実を図る必要がある

◇引堤事業で拡大された河川敷を市民の憩いの場として利活用できる水辺空
間として整備

◇川内川左岸天辰地区の水辺空間を整備する必要がある

◇今後も身近な公園や緑地の整備に取り組み、住みやすい生活環境を創出し
ていくことが求められている

成果指標と目標値

施策の方向性

◆市民の多様なニーズ等に対応した快適で利用しやすい
公園等の整備

◆公園等の適正な維持管理、計画的な施設の修繕・更新

◆市民・企業等ボランティア組織との協働による美化意
識の啓発

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

公園や緑地の施設利用者の満足度 ８９．７％ Ｈ３０年度 ９５．０％ Ｒ１１年度
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政策６．建設・水道 政策分類１．建設

６．景観・公共サイン

施策方針

良好な景観形成の促進

２０２９ビジョン

地域の景観に配慮した都市基盤が整備され、市民が親しみを持っている。

現状・課題

◇更なる良好な景観を目指した啓発活動等に取り組む必
要がある

◇屋外広告物の適切な表示等により良好な景観の維持を
図る必要がある

◇公共サインの整備及び適正な維持管理を進めてるほか、
一般国道３号上川内地区の景観を整備する必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆良好な景観資源の景観重要資産の指定等による整備・
保全及び活用の促進

◆必要な公共サインの設置・適正な維持管理の実施

◆一般国道３号上川内地区について、国土交通省の無電
柱化事業に合わせた街並み景観向上のための整備促進

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

景観重要資産指定数 １２箇所 Ｒ３年度 １５箇所 Ｒ１０年度

公共サイン点検割合 ２３．８％ Ｒ４年度 １００．０％ Ｒ８年度
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政策６．建設・水道 政策分類１．建設

７．住宅・建築指導

施策方針

居住環境保全の向上

２０２９ビジョン

快適な住まいが確保され、市民が安全に暮らしている。

現状・課題

◇今後も公営住宅等ストックを活用し、将来にわたる安全で快適な住まいの
確保が求められている

◇老朽化した公営住宅等ストックの効率的かつ円滑な更新を行う必要がある

◇各地の大地震の発生により住宅の耐震化の必要性の認識が広まっている

◇危険ブロック塀や昭和５６年５月以前の耐震基準で建築された個人住宅が
数多く残っている

成果指標と目標値

施策の方向性

◆「薩摩川内市公営住宅等長寿命化計画」に基づく公営
住宅等の更新・改善

◆危険ブロック塀や昭和５６年５月以前の耐震基準で建
築された木造住宅の所有者に対する啓発

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

管理戸数 ２，４６９戸 Ｒ４年度 ２，２８０戸 Ｒ１１年度

住宅の耐震化率 ８７％ Ｒ３年度 ９６％ Ｒ１１年度
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政策６．建設・水道 政策分類１．建設

８．空家

施策方針

空家政策の充実

２０２９ビジョン

市内の建築物等が適正に管理され、市民が安全・安心に暮らしている。

現状・課題

◇全国的な空家増加・社会問題として顕在化

◇少子高齢化・過疎化の進行による空家の増加

◇「空家バンク」を活用し、利用可能な空家の有効活用を図る
必要がある

◇空家政策の充実に当たり関係機関や関係団体と連携して取り
組む必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆「空家バンク」制度を活用した売買及び賃貸の成約数の増加

◆空家の所有者に適正管理を促す

◆補助金を活用した危険廃屋の除去促進

◆関係機関等と調整しながら空家等の適正管理・利活用の促進
等に取り組む

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

空家バンク物件登録数 ２２件 Ｒ４年度 ３０件 Ｒ１１年度

危険廃屋等解体撤去事業実施件数 ３４２件 Ｒ４年度 ６５０件 Ｒ１１年度
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政策６．建設・水道 政策分類２．水道

１．上水道

施策方針

計画的な施設整備の推進

２０２９ビジョン

計画的な施設整備により安全で安心な水が安定的に供給できている。

現状・課題

◇更新時期が到来している水道施設がある

◇基幹施設の更新・耐震化の推進等に取り組む必要がある

◇施設の維持管理の合理化と管理事務の効率化により、供給体
制を強化する必要がある

◇施設整備事業を計画的に進め、老朽化した給水管の布設替え
を推進する必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆水道施設の計画的更新や維持管理、基幹施設の耐震化
の実施

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

資産老朽化比率 ５３．５％ Ｒ３年度 ６０．６％ Ｒ１１年度

基幹管路の耐震適合率 ３５．５％ Ｒ３年度 ４３．５％ Ｒ１１年度

資産老朽化比率：水道施設の耐用年数に対して、減価償却の進み具合による施設の老朽化の度合いを示す割合のこと。
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政策６．建設・水道 政策分類２．水道

２．下水道

施策方針

生活排水の適正な処理の推進

２０２９ビジョン

市民が衛生的で快適な環境で生活できている。

現状・課題

◇今後も生活排水の適正な処理を推進する必要がある

◇下水道等への接続や集合処理以外の地域における合併
処理浄化槽への切替えが進んでいない状況がある

◇市街地の浸水対策については、雨水渠・ポンプ場の老
朽化が進行しており、施設の改築・更新及び耐震・耐水
化対策を計画的に実施する必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆生活排水処理施設について公共下水道川内処理区の未普及地
区の整備

◆集合処理施設の整備完了の処理区における未接続者への支
援・意識啓発等

◆集合処理以外の地域における合併処理浄化槽設置に対する支
援、単独処理浄化槽・汲み取りからの切替促進

◆雨水渠・ポンプ場の計画的な改築・更新、耐震・耐水化対策
の実施

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

汚水処理人口普及率 ７８．２０％ Ｒ３年度 ９２．００％ Ｒ１１年度

汚水処理人口普及率：全人口のうち、下水道、農・漁業集落排水、合併処理浄化槽及びコミュニティプラント（地方自治体や公社、民
間事業者の開発行為による住宅団地などで、し尿や生活排水を合わせて処理する施設）の汚水処理施設を使用することができる人の割
合のこと
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政策６．建設・水道 政策分類２．水道

３．公営企業水道

施策方針

健全経営の維持

２０２９ビジョン

健全な経営が維持され、計画的に施設等の更新・耐震化が推進されている。

現状・課題

◇水道事業について、施設・管路等の更新等の計画的な実施に
向けて持続可能な健全経営が求められている

◇簡易水道事業について、更なる経費節減・一層の健全経営を
進める必要がある

◇下水道について、既存施設の改築・更新を行うほか、接続率
向上に取り組み、更なる収益の確保に努める必要がある

成果指標と目標値

施策の方向性

◆事務の効率化、企業債の縮減、適正な水道料金の設定
等による中長期的な視点に立った健全経営の実施

成果指標 現状値
現状値の
年度・年

目標値
目標値の
年度・年

経常収支比率（水道事業）
１１８．５

６％
Ｒ３年度

１２０．０
０％

Ｒ１１年度

経常収支比率：経常費用（維持管理費、支払利息等）に対する経常収益（給水収益等）の割合のこと。この数値が１００％を超えていれ
ば黒字である。
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